
1 ．�はじめに
　2024年の元日に発生した能登半島地震から，本
稿執筆時点で約 1年が経過した。当初，被災地で
は災害ボランティアの受け入れ態勢が整わず，馳

浩石川県知事が SNSで「能登に来ないで」「個人
のボランティアは受け付けていない」などと異例
の呼びかけを行った。このような事情もあり，発
災からしばらくは災害ボランティアの少なさを指
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摘する声があったが，その後は徐々に受け入れが
進んだ。県の発表によれば発生から約 8か月時点
でのボランティア数は累計14万2,665人にも上り，
ほぼ同期間の熊本地震被災地での活動人数（11万
7,924人）を大きく上回った1）。
　災害のたびに大規模に展開されるこうした災害
ボランティア活動は，阪神・淡路大震災（1995年）
を機に日本社会に定着・拡大した比較的新しい社
会現象である。近年では，活動を続けるなかでそ
の地域や人びととの関係を深め，同じ支援先を繰
り返し訪れたり，さらには地域おこし協力隊と
いった行政施策の後押しを得つつ支援先に移住・
定住したりするなど，長期的なスパンで被災地に
かかわる元ボランティアの姿が多く見られるよう
になった。
　筆者は2023年より，東日本大震災による津波被
災自治体において，移住者と復興，その先のまち
づくりとのかかわりを対象化した調査を続けてき
た。本稿では，発災後の震災報道を機に「象徴的
な被災地2）」として全国的に知られるようになっ
た宮城県南三陸町を対象に，同町の移住者，特に
支援活動の経験者に焦点を当て，これまで行って
きた研究の成果について報告する。
　なお，本稿は，2023年 2 月から11月に実施した
調査の報告論文3）を軸に，その後2024年 9 月まで
継続した調査の成果を加味し，復興という観点か
ら改めて総括的な考察を行ったものである。本稿
では特に「生まれ育った故郷から進学や就職を期
に故郷にはない要素を求めて，故郷とは別の地域
に移住する4）」Iターン者を移住者として扱うこと
とする。

2 ．�被災自治体への移住者と復興
2. 1　�被災自治体への移住
　周知のように，農山漁村から都市への人口移動
が，高度経済成長期以来の日本社会における一貫
した潮流である。ただし，21世紀，特に2010年代
に入ると，国民の価値観の変化や地方創生の政策
的影響によって都市から農山漁村への関心が高ま
り，移住者が増加するいわゆる「田園回帰」の動
きが生じた5）。

　本稿が扱う東日本大震災の中心的な津波被災地
である東北地方の太平洋沿岸地域には，農山漁村
が多分に含まれる。発災後，そうした地域では震
災それ自体に加え，時間を要した復興事業の影響
もあり，以前からの課題であった人口減少や少子
高齢化が加速した。一方で，被災地では被災 3県
（岩手・宮城・福島）の災害ボランティアセンター
（以下，災害 VC）登録分だけで約156万人（2011
年 3 月～2019年 1 月末），その他 NPO法人や企
業等を経由し550万人以上のボランティアが活動
したとされる6）。そして，若い世代を中心に，支
援活動の経験等をきっかけとして支援先自治体等
へ移住する動きがみられた。こうした震災被災地
への移住行動は，上述の「田園回帰」の潮流とも
合流し，農山漁村への人口移動という「社会的な
ムーブメント」をもたらした7）。
　被災後の「移住」については，被災者の移住を
社会学が，被災コミュニティの移住（移転）を建
築学（特に都市計画学），地理学や文化人類学が
中心的に扱ってきた。これら被災地「から」の移
住に関する研究に加え，近年は被災地「へ」の移
住一般に対する学術的な関心も高まってきた。た
とえば，本研究でも取り上げる南三陸町を対象と
し，発災後に移住した若者のライフコースを分析
した研究8）や，宮城県気仙沼市への移住者につい
て移住動機や移住後の生活といった観点から考察
した研究9），岩手県陸前高田市における震災前後
の女性移住者の経験にみられる差異を分析した研
究10）がある。また，福島第一原子力発電所事故の
影響を受けた福島県の12市町村における移住者に
ついて，移住動機から類型化も行われている11）。
一方，災害研究の文脈において主に社会学的な観
点から多くの研究が蓄積されてきた災害ボラン
ティアであるが，移住後の彼らに焦点を当て，災
害ボランティア研究と移住者研究を架橋するよう
な研究はまだ少ない。
　東日本大震災下のボランティアの活動形態につ
いて坂田悠江（2014）は，ある支援団体への調査
から，「短期」「リピーター」「長期」の 3類型を示
した。「短期」は 1 週間の短期ボランティアとし
て参加したメンバー，「長期」は半年から 1 年程
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度滞在した長期滞在型ボランティアの呼称として
用いられている。一方，団体や支援先地域，そこ
に住まう人びとに愛着を感じ，「短期」あるいは
「長期」経験後も個人的に繰り返し支援先を訪れ
たメンバーは「リピーター」と呼ばれる12）。こう
した類型は，被災地で活動した他の支援団体の
webサイト等にも示されており，東日本大震災の
被災地において一般的な活動形態であったといえ
る。後述するように，本調査の範囲内では，支援
先への移住を決断するボランティアには，単独で
災害 VCに登録するのではなく，支援団体を経由
して支援先で活動した経験を持つ人々，特にこの
「長期」や「リピーター」の経験者が多く含まれて
いた。

2. 2　�移住と復興
　ここで，日本社会における災害復興のスタイル
と，移住という行為との関係を整理しておきたい。
　公的機関の役割が大きい我が国では，災害復興
という局面においても，自治体が主導するかたち
で復興計画に基づき既存の基盤再整備の公共事業
を展開する「既定（の）復興」が定式化してきた13）。
　まずは，被災自治体「からの」移住について考
える。自治体を単位として展開する「既定（の）
復興」様式において，自治体外への被災者の移住
は，各主体にさまざまな問題をもたらす。東日本
大震災の被災地では，被害の甚大さや原子力災害
による影響等から自治体外への避難が大規模に行
われ，避難生活の長期化に伴い避難先へ定住する
被災者も増えた。他自治体への移住という彼らの
選択は，被災自治体の人口減少に直結してその存
続を脅かすものであり，各自治体は避難者の早期
帰還推進と外部からの移住促進を復興の柱に据え
た。一方で被災者の視点からみると，やむにやま
れぬ選択であってもひとたび自治体外へ移住すれ
ば，復興にかかわりにくくなる。一般化すれば，
既定路線として推進される行政主導の復興におい
て，その枠外へと外れた被災者は復興にかかる決
定プロセスにおけるステークホルダーから排除さ
れるといえる14）。
　では，被災自治体「へ」移住する人々は，復興

とどのような関係を結ぶのだろうか。本稿で取り
上げる南三陸町では，復興計画において町民「一
人ひとり」を復興の主体として位置付けており，
移住者もそこに包含されるものと考えられる。隣
接する気仙沼市など他の自治体の復興計画におい
ても，同様の記述がなされている。ただし，被災
後の社会には「何よりも直接的な被害をとおして
過酷な経験を強いられた〈被災者〉自身による語
りや問題関心を一番に優先」し，「直接的な被害
を被っていない部外者が自分自身の問題関心から
だけでそれらについて口を挟むこと自体慎むべき
だと見なす」思考の傾向15）がみられる。第 5章で
も触れるように，筆者が対象としてきた移住者に
も，当事者として復興にかかわることに対して
「遠慮」するきらいがある。
　本稿では，支援経験を持つ移住者が，復興に対
しどのような思いを持ち，どのように関わってき
たのか，インタビュー結果をもとに明らかにする。

3 ．�対象地域と研究の手法
　宮城県本吉郡南三陸町は，人口11,523人（2024
年11月末時点）の小規模な自治体である。2011年
の東日本大震災により，町内では最大震度 6弱を
観測，その後襲来した巨大津波により沿岸部全域
が被災した。死者551名，行方不明者210名，半壊
以上の被災世帯3,301世帯（被災率60.93％）等の甚
大な被害を受け，避難者は最大 1万人近くにもお
よんだ16）。同町では復興事業に時間を要したこと
もあり，元より見られた人口減少のトレンドが，
震災を機に加速した。2010・2020年の国勢調査に
よるデータをもとに人口の比較を行うと，同町は
岩手・宮城両県の被災自治体のなかで 2番目に減
少率（29.9％）が高い（ 1 番目は女川町の36.0％）。
町立戸倉中学校の閉校（2014年 3 月），県立南三
陸高等学校の定員割れ常態化など少子化の加速と
その影響も顕在化している。
　2016年 3 月，同町は人口減少および少子高齢化
など「本町を取り巻く様々な課題を政策に反映し，
復興後を見据えた新たなまちづくりの指針」とし
て南三陸町第 2次総合計画を策定する。同計画で
は，持続可能な地域社会の実現を目指すまちづく
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りビジョン「森里海ひと いのちめぐるまち 南三
陸」を掲げ，特に重要性と先導性を持つ分野横断
的な政策として 5つのリーディング・プロジェク
トを示した。その第 1 号として設定されたのが
「移住・定住人口の増加プロジェクト」である。
同プロジェクトでは，移住者の呼び込みや，働く
場所・機会の拡充及び居住地の確保など，移住・
定住を促すための各種事業に取り組むことが明記
されている。その後「地域おこし協力隊」の受け
入れ開始（2016年 5 月），移住者に対する一次窓
口を担う南三陸移住・定住支援センター（以下，
支援センター）の開所（2016年 9 月）を経て，移
住の公的制度が整理されていった。
　他方，「象徴的な被災地」として全国的に知ら
れるようになった南三陸町は，発災後，小規模な
自治体でありながらも，災害 VC登録分だけで延
べ15万5,862人もの災害ボランティアを受け入れ
ている17）。加えて，RQ市民災害救援センター（以
下，RQ），特定非営利活動法人ユナイテッド・

アース（以下，UE），一般社団法人復興応援団な
ど町内に拠点を置いた支援団体を経由して活動し
たボランティアも多数にのぼる。
　2015・2020年の国勢調査をもとに同町の人口増
減率を見てみると，15歳から24歳をのぞくすべて
の年代で転入が転出を上回る社会増である。この
背景には，①2015年前後に復興事業が次々と完了
したことで避難者の帰還が進んだことのほか，②
本稿で取り上げるような，町外からの移住者が増
加したことによる影響があることも想定される。
　筆者は，2023年 2 月から2024年 9 月にかけ，同
町の移住者ら33名を対象に，各 1時間半から 2時
間程度の半構造化インタビューを行ってきた。主
たる対象は後述する第1期の移住者（集中復興期間
に活動した元支援者）であるが，比較を通して彼
らの特徴を浮き彫りにするため，発災前，あるい
は第 2期の移住者にも協力をいただいている。ま
た，対象者には移住者と密接なかかわりを持つ U

ターン者や支援センターの職員，その委託元であ

表 1　インタビュー調査対象者の属性など

仮名 年齢 性別 同町初訪問 移住時期 移住に至る流れ，職業，結婚の有無など

A 40代 女性 2011 2012
幼少期より東京で育つ。同町における災害ボランティア活動中（UEに所属）に「来た
仕事を受け」たことで就職，移住した。その後地元男性と結婚し，現在子ども 1人を
育てつつ，観光・交流産業に従事する。

B 40代 女性 2011 2012
東京都出身。発災時，家族の介護のために退職した状態であった。長期の災害ボラン
ティア活動（UEに所属）を経て町内で就職，転職を経験し，地元男性と結婚した。
現在子ども 1人を育てつつ在宅ワークを行っている。

C 30代 女性 2011 2015
愛媛県出身。内定取り消しにあい，災害ボランティア活動を開始した。東京都との二
拠点生活を送ったのち，町内観光・交流事業者への就職を機に移住した。男性移住者
と結婚したのち，現在は子ども 3人を育てながら夫婦でデザイン会社を営む。

D 30代 女性 2012 2012
東京都出身。災害ボランティア活動を経て支援者として同町に移住した。町外の男性
と結婚し，現在は子ども 2人を育てる。退職を機に自ら事業を立ち上げ，さまざまな
体験プログラムを提供する。

E 30代 男性 2013 2014 埼玉県出身。当初は支援者として同町に派遣された（任期 1年）。任期終了後，本格的
移住を果たし，女性移住者と結婚した。長く観光・交流産業に従事した後，独立した。

F 30代 女性 2011 2017
東京都出身。発災当初より災害ボランティアとして同町を頻繁に訪問，滞在した。
徐々に拠点を移し，地元男性との結婚を機に本格的移住を果たした。まちづくりを生
業とする。

G 30代 男性 2022 2022 山形県出身。発災当初より災害ボランティアとして被災各地を回り支援活動に従事し
たが，南三陸町は訪問しなかった。就職先である伝承施設の開館を機に移住した。

H 40代 男性 2012 2016 千葉県出身。発災後，オンライン上の情報から南三陸町に惚れ込み，同町をたびたび
訪問した。空き物件が出るまで待ち，移住を果たした。観光・交流産業に従事する。

I 30代 男性 2009 2012
埼玉県出身。震災前の南三陸町にしばらく滞在した経験を持つ。発災後，町内の知人
に要請されて来町，就職した。地域おこし協力隊員を経て現在は町外の企業で働き，
近隣自治体の女性移住者と結婚した。

J 20代 女性 2013 2017
神奈川出身。高校 3年時より災害ボランティアとして活動した。新卒で町内の一般社
団法人（第一次産業系）に就職し，移住した。その後地元男性と結婚し，現在は働き
ながら子ども 2人を育てる。
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る町企画課職員，後述する婚入女性を含む（第 1
期の移住者に該当する対象者は18名である）。表 1
には，本稿で発言を引用した対象者に絞り，基本
的な属性や移住のきっかけ等を記載した。次章以
降では，インタビュー調査において実際に聞き
取った移住者らの発言を適宜引用する。

4 ．�復興の段階と移住者
4. 1　�第 1 期の移住者（集中復興期間に活動し

た元支援者）
　本章では，同町における発災後の移住者の諸相
を描く。総数や属性の傾向含め，定量的な把握に
は至っていないが，震災からの復興において設定
された復興の段階をもって，移住者の大まかな類
型化を行った。なお，筆者は前出の報告論文にお
いて，被災自治体における移住者の復興やまちづ
くりへの関与のあり方を分析する際に有用な概念
として「世代」を提示し，発災後の南三陸町の移
住者を 3 つの「世代」に分けて分析した3）。その
後調査を続けるなかで，復興の段階を軸とする区
分がより説得的かつ有用であると判断し，本稿の
執筆に至っている。
　東日本大震災復興対策本部は，2011年 7 月に策
定した「東日本大震災からの復興の基本方針」に
おいて，復興期間を2020年度までの10年間と定め，
復興需要が高まる2015年度までの 5年間を「集中
復興期間」と位置づけた。本稿ではこの期間から
南三陸町とかかわりを持った移住者を，「第 1 期
の移住者」と定義する。第 1期の移住者は，前出
の RQ，UE等の「長期」「リピーター」として長
く同町にかかわったボランティア，復興を推進す
るために立ち上げられた官民さまざまなプログラ
ムを通し同町に派遣された支援者など，同町に支
援者としてしばらく滞在するなかで地元住民らと
の関係性を築き，その後本格的な移住を果たした
人びとが中心である。
　この期の移住者には，知人に連れられて来たの
が「南三陸だった」（A氏）り，登録した支援団体
に「南三陸っていうところに行ってほしい」（B

氏）といった指示を受けたりするなどして，「た
またま」同町を訪問するに至った傾向がある。ま

た，支援活動の延長線上に移住が位置付けられて
おり，復興への思い（「地域住民として（町の復
興）にかかわれる（C氏）」「（復旧・復興への）思
いはとても強い（D氏）」）を胸に移住を決断した
ケースも多い。発災初期の「ぐちゃぐちゃ」な状
況のなか，移住当初は「ダメだったらどっか行け
ばいいや」（E氏）と軽くとらえていたという声も
多く聞かれたが，地元住民との関係性が深まるな
かで定住に至っており（「やりたいことで残って
ない。この人たちに良くしてもらったし，もう家
族みたいな人ができたから（F氏）」「結局人の繋
がりで残ってる（F氏）」），第 2 期の移住者に比
べると移住後にそのまま同町に定着する傾向が強
い。
　年代としては，発災当時に学生あるいは就職間
もなかった当時の20代前半（現在の30代半ば）が
目立つが，後述するように移住後の結婚をきっか
けに定住へと至るケースが多くあることから，当
時の20代後半から30代前半（現在の40代）にもボ
リュームゾーンがみられる。なお，たいていの場
合，移住後は観光・交流産業に従事したり起業し
たりして生活を送っている。
　公的な移住支援の枠組みが存在しないなか，支
援活動と移住が地続きの，偶発的で他の移住者に
よって再現されようのない移住過程を経験した第
1期の移住者は，被災自治体への移住者を特徴づ
ける存在である。次章では彼らに焦点を当てて復
興との交わりを吟味する。

4. 2　�第 2 期の移住者（第 1・ 2 期復興・創生
期間にやってきた多様な移住者）

　政府の復興推進会議は，集中復興期間終了後の
2016年度以降の 5 年間について，「被災地の自立
につながり，地方創生のモデルとなるような復興
を実現していく観点から」，「創生」の 2文字を挿
入し，「復興・創生期間」と位置づけた。本稿では，
この期間と追って設定された「第 2期復興・創生
期間」（2021～2025）に同町とのかかわりをもった
移住者を「第 2 期の移住者」と位置付ける。第 2
期の移住者は，南三陸町の災害 VCが閉鎖（2015
年 3 月）され，「地域おこし協力隊」の受け入れ開
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始（2016年 5 月），支援センターの設立（2016年 9
月）という移住政策的な介入の開始後に同町に関
心を持ち，多くの場合公的なサポートを受けて移
住してきた人々であり，移住時に全く町内の知り
合いがいないというケースもある。大学新卒者か
ら定年後の高齢者まで幅広い世代がみられるが，
窓口となる支援センター職員によれば，新型コロ
ナウイルス感染症のパンデミックの影響で近年は
20代の移住者が増加したという。
　移住目的の多様化が進み，震災・復興への関心
は第 1期の移住者に比べ低い傾向がある一方で，
前出の「いのちめぐるまち」というビジョンに惹
かれたり18），地域おこし協力隊員（たとえば，
2024年 7 月に同町で活動する隊員は14名である）
に象徴されるように，自らの目標やミッションを
持ちそれを実現する場として同町を選択したりす
る移住者の姿が目を引く。すなわち，第 1期の移
住者が発災後の混乱のなかで（多くの場合）偶然
南三陸町を訪れ，人や地域に惹かれて定着したの
に対し，第 2 期の移住者は，以下に示した G氏
の発言からもうかがえるように，転職を含め，移
住先を比較検討したうえで移住していることが特
徴的であるといえる。
　　 やっぱりその震災伝承っていうことと，あと
はやっぱり子ども達のための防災減災ってと
ころにかかわれる仕事がやりたいと思って，
探してた時に見つかったのが，石巻か，南三
陸かだったんですけど。

　移住後の職業については，第 1期の移住者と同
様に観光・交流産業に従事するケース，起業する
ケースが多いが，前出の町のビジョンとの関係も
あり第一次産業に従事する移住者もみられる。
　また，第 2期の移住者は同町にこだわりがなく，
目標やそのためのミッションが達成できない場合
に「（町に）見切りをつけるのが早い（H氏）」こと
も指摘されており，第 1期の移住者からは彼らと
の間に「距離感」を覚えるとの声が上がる。
　本節の記述から，発災から時間が経過するにつ
れ，被災自治体における移住者の様相は，全体と
して一般的な地方移住のありように近づきつつあ
ることがうかがえる。
　なお，表 2にこれまで見てきた両類型の特徴に
ついて改めて整理した。

5 ．�復興過程における元支援者
5. 1　�復興の担い手として
　本章では，第 1期の移住者に焦点を絞り，彼ら
と南三陸町の復興が交差する局面について記述す
る。
　南三陸町では，発災当初から復興に向けてさま
ざまな住民組織が結成され，また，それらが主体
となって多種多様なイベントが企画・実施された。
住民組織の例としては，防災集団移転促進事業な
ど復興事業について検討したまちづくり協議会，
移転地でのコミュニティ形成に向けた話し合いの
場となった一般社団法人復興みなさん会，2011年

表 2　移住者の類型とその特徴

第 1期の移住者 第 2期の移住者
南三陸町をはじめて
訪れた時期 集中復興期間（2011～2015年） 第 1 期復興・創生期間（2016～2020年），第 2 期復

興・創生期間（2021～2025年）
同町を訪れるに至る
経緯 「たまたま」受動的に同町を訪れる。 複数の自治体を比較検討するなかで，能動的に同町

を訪れる。

移住目的 復興や町への思いを持つケースが多くみられる。 多様化しているが，目標やそのためのミッションの
達成を目指す傾向がある。

移住前の地元住民と
のかかわり 親密な関係性を築いている。 目標やミッションに関連する領域の住民らと関係が

あるか，つながりがない状態である。

年代 30代から40代（2024年現在）にボリュームゾーンが
みられる。 幅広い年代により構成される。

移住後の職業 観光・交流産業に従事するか，起業するケースが多
い。

観光・交流産業に従事するか，起業するケースが多
い。第一次産業に従事する移住者もみられる。

移住後の定着・定住 町にこだわりを持っていたり，移住後に結婚したり
することで，定着する傾向が強い。

町にこだわりはなく，目標やミッションの実現が困
難になった場合は「見切りをつける」。
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4 月から100回にわたり開催された福興市の実行
委員会，地元の若手リーダーが結成した南三陸
ふっこう青年会などが挙げられる。インタビュー
調査から，第 1期の移住者は，こうした組織の運
営，イベントの企画等に精力的に携わり，復興の
最前線に立つ地元のリーダー層等との親交を深め
てきた経験を持つことが明らかになった。なかで
も「移住者枠」を自認し多くの活動に関与した I

氏は，当時を振り返って以下のように述べた。
　　 マジで全部に顔出してましたね。ていうか当
時はね（組織やイベント，そのための会議が），
多かったんですよ。復興の会議，まちづくり
協議会とか（中略）。で，あと福興市もそう
だし。イベントがたくさんあったんですよ。
なんちゃらワークショップとか，誰々さんの
講演会とか。とにかく全部顔出してました
（中略）。マジで週 6， 7レベルで毎日何かし
らあって，みんな顔合わせてたので。で，大
体全部同じメンバーなんですよ。町の中心，
キーパーソンって決まってんので。っていう
感じで仲良くなっていったんじゃないですか。

　なお，I氏は震災前の南三陸町にインターン生
としてしばらく滞在した経験を持ち，発災から約
1年後に町内の知人に要請されて来町，就職した。
ボランティアや支援団体における活動の経験もな
く，本稿に示した第 1期の移住者の傾向に当ては
まらない部分も多いが，本文中に記したように，
移住後は復興関連のさまざまな活動に参加するな
ど典型的な行動をとっていることから，第 1期の
移住者に分類している。
　また，彼らは上述した諸活動に自ら参画するの
みならず，新規移住者や移住希望者が現れた際に
接触して飲み会を開催したり，自らが参加するイ
ベントに同行させて地元のキーパーソンらが構成
するネットワーク，コミュニティへとつなぐなど，
新たな担い手を呼び込む役割をも担っていた。た
とえば，かつては移住希望者の情報が入ると第 1
期の移住者が「そそのかしの会」という名の飲み
会を開催し，移住の「そそのかし」を行っていた
という。
　このように，「復興への思い」を持って移住す

る傾向がある第 1期の移住者は，支援者の立場か
ら離れた後も，町民として様々なまちづくり関係
の組織，イベントに参画し，担い手として復興に
向けた活動に尽力した。ただし，彼らは同時に，
復興への心理的な距離，当事者として復興を語る
ことに対する「遠慮」を感じる傾向があることも
確認された。たとえば，2013年に同町を初めて訪
れ， 1年間支援団体のスタッフとして活動したの
ちに移住を決めた E氏は，以下のように語る。
　　 僕は震災を経験してる，してないっていうと
ころの差は，今でもすごい感じていて。復興
とか，震災とかっていうところを語ることに
対して，すごい遠慮があるというか。一歩引
いているところがある。

　E氏の語りからは，前述した「直接的な被害を
被っていない部外者が自分自身の問題関心からだ
けでそれらについて口を挟むこと自体慎むべきだ
と見なす」思考の傾向が認められる。また，まさ
に復興の担い手として活躍した I氏からも，「人
権ないまでは言わないですけど，（被災）してな
い側の人には，もうほぼほぼ発言権ないような，
風潮があったような気がするな。南三陸町民とし
て認められないような風潮があったような気がす
る」との発言があった。
　また，彼ら自身のライフステージの変化に伴い，
第 1 期移住者の「復興への思い」が徐々に低減し
たり，活動におけるプレゼンスが低下したりする
ケースもみられる。当初は若く，「体力的にも意
欲的にも元気」だった I氏も，「だんだん元気が
なくなってくる」と毎晩のように開催される会合
が苦痛になり，「就職したり結婚したりとか，人
生のピーク全部終わった」現在は「同じように毎
日活動しろって言われたらすげー嫌」で「意欲が
湧かない」という。先述の「距離感」の問題や窓
口としての支援センターの開設もあって移住希望
者を交えた飲み会も開催されなくなり，かつて活
動を共にした移住者や地元住民らとの集まりもコ
ロナ禍を経てほとんど立ち消えてしまった。本章
第 3節において詳述するように，こうした変化は
移住後に結婚・出産を経験した女性移住者らに顕
著にみられる。
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　加えて，I氏によればこうした意欲の低下は，
町の復興におけるフェーズの変化とも連動したと
いう（「みんな元気だったんですよ。まちも自分
も元気だったんですけど，今すっかり落ち着いて
しまって。まちも自分も落ち着いてしまって」）。
ただし，第 1期復興・創生期間に入り「いのちめ
ぐるまち」ビジョンの実現を目指してさまざまな
プロジェクトが始動すると，「復興とは違うベク
トルの町の動きが活性化」し，「ステージが復興
からまちづくりに変わった感じ」がしたという。
今日の南三陸町においては持続可能な地域社会
（いのちめぐるまち）の実現に向けた各種の活動
が活発化しており，未だ第一線で活動を続ける一
部の第 1期移住者とともに，ビジョンに惹かれて
移住を果たした第 2期の移住者が中心的な担い手
となっている。

5. 2　�町を「ソト」へ開く
　復興過程における第 1期の移住者の働きについ
て考えるのであれば，彼らが同町を「ソト」へと
開く役割を担ったことも重要である。
　本稿第 2章でも述べたように，そもそも東日本
大震災の被災地を含むいわゆる地方の農山漁村で
は，都市部への人口流出が一貫した潮流であり，
一般に「積極的転入者ってあんまり経験が」なく
「内の地域の人たちが外の人たちとの協働に慣れ
ていない」ものと考えられる19）。町役場職員によ
れば，発災前の南三陸町も「結構閉鎖的」な状況
にあり，「町の中で完結するようなコミュニティ」
を形成していたが，発災後はボランティアら支援
者を中心に多くの外部者が同町に流入した。
　こうした発災当初の外部者は「外の人たちと付
き合う練習台みたいなところが」あり，地域社会
としては，「その人とこういうふうに付き合った
らいいのかってわかっていくと，外の人とも付き
合えるようになっていく」ことが考えられる19）。
すなわち，被災自治体の地元住民が初期の移住者，
本稿の表現では第 1期の移住者らとの協働を通し
てよそ者に慣れることで，その後の移住希望者に
対する受け入れ態勢が整えられたのである。
　近年の南三陸町については，移住者から「環境

的には超ど田舎的な感じのわりに，人がオープ
ン」「移住者を毛嫌いしないというか，拒否反応
があまりない人たちが多い」（E氏）といった声が
上がった。支援センター職員からも，移住希望者
をひきつける同町の要素として「人」のほかに
「ウェルカムな雰囲気」「オープンな感じ」が挙げ
られたが，それらは第 1期の移住者らよそ者が同
町に滞在するなかで醸成されたものとして捉えら
れる。
　加えて，彼らはまだ「よそ者への葛藤」があっ
た発災直後の混乱期を共に乗り越えるなかで培わ
れた地元住民からの信頼感に裏打ちされ，地元住
民と外部者，移住希望者など町内外のさまざまな
アクターを媒介し，地域社会のウチとソトを橋渡
しする役割をも担っている。2011年に支援活動を
開始してから2017年に移住を果すまで，地元住民
らと密にかかわり続けた F氏は，媒介者として
の自身の役割について，以下のように語る。
　　 移住（定住支援）センターとかを通して数か
月準備してくる人は，そんなの（受け入れが
たい面）分からなくて，いい面しか見せられ
ないから（中略）。（地元住民にとって）当た
り前だったことが，私たちには当たり前じゃ
ないってことを（地元住民に）気付かせれば，
なんか，配慮のできることが増えるというか。

5. 3　�進む復興，まちづくりと女性移住者
　本章の最後に，第 1期の移住者のなかでも，特
に女性に照準を絞りたい。
　南三陸町では，たとえ一度は移住を果たしても，
その後様々な理由から定住に至らず，町を離れる
移住者も多くみられる。第 1期の移住者には「こ
の町に居残るには，この町の人と結婚するしかな
い（ J氏）」「やっぱ残る人って結婚した人が結局
多い（F氏）」という感覚，そして「結婚すると出
ていけなくなる（ J氏）」という印象があるという。
定量的な把握は今後の課題であるものの，実際，
現在も町内に居住する第 1期の移住者には単身者
が少なく，移住後の結婚を機に町内に定住した
ケース，特に女性のケースが多い。
　他の農山漁村地域と同様に発災以前より若年女
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性の流出が進んでいた南三陸町では，支援活動に
携わったのち，復興に携わりたい，まちのために
何かしたいという思いを持ち移住した支援者，特
に当時20-30代だった女性に，多数の縁談が持ち
込まれた（なお，集中復興期間に活動した女性ら
には，支援活動従事時より縁談が組まれ，地元住
民との結婚を機に町内に移住した婚入女性のケー
スもみられる）。ただし，多くの場合持ち込まれ
た縁談とは関係なく恋愛結婚に至っている。
　男性移住者の配偶者がほぼ女性移住者に限られ
るのに対し，女性移住者の配偶者は地元住民であ
るケースも多い。彼女たちの配偶者には Uター
ン者・地元のリーダー層も多く，彼女らは結婚後
も配偶者らが構成する人的ネットワークに包摂さ
れ，継続的に復興支援活動やまちづくり活動に携
わった。
　しかしながら，すでに触れたようにライフス
テージの変化，具体的には結婚・出産を機に，彼
女らの生活に変化がみられる。たとえば，現在自
身の事業を展開しつつ 2 児を育てる D氏は，出
産後のまちづくり活動について，「興味はあるん
ですけど，優先順位がちょっと変わったっていう
のはありますね。当時，子どももいない中で，自
分の活動が100パーセント，地域づくりだったり，
まちづくりみたいなところに向かってたのが，今
は100パーセントをそこに向けてはいない」と述
べた。他の女性らからも，「私，何かやりますみ
たいなのは，もうあんまりなくなった」（C氏），
「今現在，本当に全く何もできていないので，他
人様の手助けをさせてもらえるような余裕が，今
後作れるものか」（B氏）などの声が挙がった。
　本稿第 2章で述べたように，日本社会における
災害復興は自治体単位で展開する。再生産，人口
増という点からみれば，彼女らは「町」の復興に
貢献していると言えようが，上述した第 1期の移
住者ならではのポジショナリティには復帰できて
いないのが実情である。
　他方，今日の南三陸町では，これまで見過ごさ
れてきた「同町における子どもの産み育てにくさ」
という共通の関心のもとに第 1期の女性移住者の
一部が再び立ち上がり，新たなネットワークが結

ばれつつある。具体的には，上記課題の改善を焦
点とし，彼女らの手によって 2つの運動体が立ち
上げられた。「（町を）変えたいっていうところか
ら始まった（A氏）」片方のグループが，町議会議
員の力を借り，町に要望書を提出するなど積極的
に活動したうえで，町内の NPO法人が後ろ盾と
なるもう一方のグループに合流し，2023年に子育
てグループ「南三陸子そだてハッピープロジェク
ト（通称「みなはぴ」）」が組織された。2024年現在，
みなはぴに所属する第 1期の移住者らは，まちづ
くりの前線に立ち，町行政との交渉を重ね，子育
てしやすい町の実現を目指して積極的に活動して
いる。

6 ．�おわりに
　本稿では「象徴的な被災地」南三陸町を対象に，
津波被災自治体における発災後の移住者，特に元
支援者に焦点を当て，彼らと復興のかかわりにつ
いて検討してきた。偶発的な移住経験を持つ彼ら
は，移住後，「遠慮」しながらも自ら復興関連プ
ロジェクトに参画するのみならず，新たな担い手
となる新規移住者を呼び込んだり，町内外のさま
ざまなアクターを媒介したりすることで復興の担
い手として活動した。その後，結婚や出産といっ
たライフステージの変化，復興のフェーズの変化
により，担い手としての彼らのプレゼンスは低下
した。しかしながら，近年はそうした変化に伴い
新たに浮上した課題を焦点として，再び第 1期の
移住者をつなぐネットワークが結び直されている。
最後に，彼らと復興の関係を整理するうえで有用
な「共事者」概念を導入し，本稿の議論を総括し
て筆を置きたい。
　福島県いわき市在住のアクティビスト小松理虔
は，自著『新復興論 増補版』において，自身のよ
うな，復興の「当事者のようでいて当事者ではな
い。当事者ではないはずなのにどこかで当事者性
を持っている」人びと，当事者／非-当事者の揺
らぎの中にいる割り切れない存在に対して，「事
を共にする」という意味で編み出した「共事者」
概念をあてがっている20）。「共事者」は「凝り固
まった課題のなかに外の風」をもたらし20），よそ
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者と地元の人がなじめるような「汽水域みたいな
場所」をつくってよそ者と地元を「翻訳」する役
割を持つという19）。
　小松は，「共事者」を「その課題に直接携わるわ
けではないのに，結果として課題解決に結びつい
てしまうような」存在と定義している20）。この点
は復興という課題と正面から対峙した第 1期の移
住者には合致しないが，これまでで詳述してきた
ように，「遠慮」しつつも町内外を媒介した彼ら
のポジショナリティはまさに「共事者」そのもの
であるように思える。本稿では，第 1世代の移住
者について，事を共にはしているという意味で，
広義の「復興の共事者」として捉えることを提案
したい。彼ら自身がこうした捉え方をすることで，
災後の社会における「直接的な被害を被っていな
い部外者が自分自身の問題関心からだけでそれら
について口を挟むこと自体慎むべきだと見なす」
思考の傾向，自身らの持つ「遠慮」の感覚，そし
て実際には最前線で復興に携わってきたという経
験に折り合いをつけることができるように思うか
らである。
　東日本大震災から，間もなく14年が経過する。
津波被災地での取り組みは，本稿でも見てきたよ
うに，復興からその先のまちづくりへと，フェー
ズが移り変わってきた。そのなかで，よそ者の
「共事者」として復興を担った第 1 期の移住者は，
10年内外に及ぶ南三陸町での生活を経て，今度は
町民，「当事者」としてまちづくりに向き合い始
めている。非常時にあった被災地がどのような過
程を経て日常へと回帰していくのか。筆者は今後
も移住者の語りの収集を続け，復興というダイナ
ミックかつ複雑な過程の一端を解明したいと考え
る。
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要 旨

　本稿では東日本大震災により甚大な津波被災を受けた宮城県南三陸町を対象に，発災後の移
住者と復興，まちづくりとのかかわりについて検討した。特に，集中復興期間（2011～2015年）
に復興支援に携わったのち，移住を果たした「第 1期の移住者」に注目した。移住後の彼らは，
「遠慮」しながらも自ら復興関連プロジェクトに参画するのみならず，新たな担い手となる新規
移住者を呼び込んだり，町内外のさまざまなアクターを媒介したりすることで復興の担い手と
して活動した。その後，結婚や出産といったライフステージの変化，復興のフェーズの変化に
より彼らの担い手としてのプレゼンスは低下した。しかしながら，近年，まちづくりという局
面において新たに浮上した課題を焦点とし，再びネットワークが結び直されている。
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